
　商品・サービス価格の値上げが止まりません。７月に
入ってからも食料や飲料、日用品の値上げ発表が相次いで
います。短期間で複数回の値上げも。日本ハムは今年２月
に値上げしたばかり。伊藤ハムは３月以来２回目。キユー
ピーは昨年以降で３度目です。

　岸田文雄政権は15日、節電
プログラムの実施や肥料への補
助金などを決定しましたが、現
在の物価高騰の規模や国民の切
実さに見合ったものではありま
せん。いまもっとも有効なのは
消費税を５％に戻すことです。

このほか、大企業の内部留保課税（5 年間で 10 兆円程度）を活用して最低賃金 1500 
円への引き上げを図る。また、コロナ危機対策として行う困窮者への給付金や事業復活
支援金の拡充・再支給などの臨時の財源（10 兆円程度）は、国債発行で対応する。

政策実現をめざし、
命と暮らしを守る政
治へ、がんばります。

　消費税減税は、
①食料品、水光熱費など生活必需品を中
心に、あらゆる分野で値上げラッシュが起
きているもとで、もっとも効果的な物価対
策
②日本経済の５割以上を占める家計と、日
本経済の背骨である中小企業を応援するこ
とになる
③富裕層や大企業に応分の負担を求め、
消費税を減税することは、税の不公正をた
だし、格差を是正する大きな一歩になる
―という現実的で合理的な対策です。

財源も提案日本共産党が参議院選挙で公約した主な政
策に必要な財源規模は、消費税 5% 減税の

12.5 兆円を含めて19 兆円。その確保策を下表のように提案しています。
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消費税を５％に戻すことです。

物価高騰 7月も続く値上げ
消費税減税を国民生活と

日本経済を守れ

法人税制の改革 大企業優遇税制の廃止・縮小
法人税率を中小企業を除いて 28％に戻す

8 兆円

所得税制の改革 富裕層の株取引への課税強化
所得税・住民税の最高税率引き上げ

3 兆円

新しい税制の創設 富裕税の創設／為替取引税の創設 3 兆円

歳出の浪費削減など 軍事費や大型開発の見直し、原発推進予算の削減
消費税減税に伴う経費の節減

5 兆円

合計 １９兆円

項目 財政規模


